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犯収法規則改正による
本人確認等の内容について

適用開始2027年4月1日～

2026年6月25日（木）
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AML/CFT対策：金融機関の義務

コンプライアンス
プログラム・遵守

• 全ての法令・
規則・施策

全ての金融機関 • 対象機関

ALM/CFTデュー
デリジェンス
プログラム

• 対策
実施
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デューデリジェンス・プログラムの効率的実行

〇リスク・プロファイリング（ファイルの作成）
具体的項目

 ①顧客の所在
②業種・事業
③受益者 スクリーニング

④取引額 （リスクの高低を仕分け・分類⇒対策の重点化）
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AML/CFTのやり方・流れ
金融機関利用の3ステップ

プレースメント

配置

• 合法な取扱機関に入れ込む（置く）

• 金融機関に資金を流入

• 入金・預金・取引（口座開設）⇒本人確認等

レイヤリング

階層化

• 複雑な階層化を図る・撹拌（混ぜる）

• 資金出目のカモフラージュ

• 複雑な送金・移転等の実行（多様な金融投資商品を購入）

インデグレーション

統合

• 合法な取扱機関から持ち出す（取出す）

• 正当化・合法資金として還流

• 投資・洗浄化資金の利用
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統合法の改正法：令和6年法律第46号
名称：「情報通信技術の活用による行政手続等に係
る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及
び効率化を図るためのデジタル社会形成基本法等の
一部を改正する法律」（2024年6月7日公布）

性格：デジタル社会のインフラを整えるため、複数
の法律（デジタル社会形成基本法、情報通信技術活
用行政推進法、マイナンバー法、そして犯収法な
ど）をまとめて改正したもの
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令和6年法律第46号の全体像（ポイント）
〇特定法人事項変更届出に関する特例
 法人の登記情報（名称や所在地）が変更された際、各行政機関
への個別の変更届出を不要にし、バックグラウンドで自動連携・
処理できるようにする仕組みの導入
〇データの品質確保 
公的データベースなどのデータを正確かつ最新に保つための基本
原則の追加
〇安全・確実な本人確認の推進⇒犯収法に取込む
 オンライン手続きにおける、マイナンバーカード
（公的個人認証）の積極的な活用
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犯収法：本人確認等の見直しの経緯
〇近年、偽変造された本人確認書類により開設さ
れた架空・他人名義の預貯金口座等が特殊詐欺等
の犯罪に悪用されるなど、治安上の大きな課題と
なっている。
〇こうした情勢を背景に、「デジタル社会の実現
に向けた重点計画」（令和７年６月 13 日閣議決
定）において、犯収法に基づく対面、非対面の本
人特定事項の確認方法を見直す旨が記載された。
⇒具体的は、犯収法規則を改正
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偽変造された本人確認書類が悪用された
事例
【事例１】偽造運転免許証を利用してインター
ネット口座開設サービスで預金口座を開設した詐
欺事件
銀行が提供するインターネット口座開設サービスを利用し、架空
の人物名義の偽造運転免許証の画像データを送信して口座開設を
申し込み、指定した郵送先にて配達員に対し当該偽造運転免許証
を提示して架空の人物になりすまし、銀行から郵送されたキャッ
シュカードを詐取したもの。 （愛知ほか 令和４年３月ほか）
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【事例２】偽造マイナンバーカードを利用して他人
名義でスマートフォンの機種変更を行った詐欺事件
携帯電話販売店にて、偽造マイナンバーカードを提示して他人にな
りすまし、機種変更名目でスマートフォンを詐取したもの。さらに、
高額の腕時計をインターネットで注文した上で偽造マイナンバー
カードを提示して他人になりすまして店頭受取したほか、買取店に
対しても偽造マイナンバーカードを提示して他人になりすまして当
該腕時計を売却したもの。 （愛知ほか 令和６年４月ほか）



犯収法第４条1項（取引確認）
第４条 特定事業者は、顧客等
との間で、取引を行うに際して
は、犯収法規則で定める方法に
より、当該顧客等について、次
に掲げる事項の確認を行わなけ
ればならない。
一 本人特定事項
自然人にあっては氏名、住居及
び生年月日をいい、法人にあっ
ては名称及び本店又は主たる事
務所の所在地をいう。

二 取引を行う目的
三 当該顧客等が自然人である
場合にあっては職業、当該顧客
等が法人である場合にあっては
事業の内容
四 当該顧客等が法人である場
合において、その事業経営を実
質的に支配することが可能とな
る関係にあるものとして主務省
令で定める者があるときにあっ
ては、その者の本人特定事項
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犯収法第4条1項の確認事項
区分1g 本人特定事項 1項1号 顧客管理事項 1項2号3号4号

自然人 ➀氏名          
②住所               1号
➂生年月日

➀取引目的 2号
②職業 3号

法人 ➀名称
②本店 1号
/主たる事務所の所在地

➀取引目的 2号
②事業内容 3号
➂実質的支配者の本人特定事項

 4号
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犯収法第4条2項（ハイリスク取引確認）
特定事業者は、顧客等との間で、特定業務のうち次の各
号（なりすましの疑い等）のいずれかに該当する取引を
行うに際しては、犯収法規則で定めるところにより、
当該顧客等について、
⑴前項各号に掲げる事項
並びに
⑵当該取引がその価額が政令で定める額（200万円）を
超える財産の移転を伴う場合にあっては、資産及び収入
の状況の確認を行わなければならない。
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犯収法第6条（確認記録の作成義務等）

第６条 特定事業者は、取引時確認を行った場合に
は、直ちに、犯収法規則で定める方法により、当
該取引時確認に係る事項、当該取引時確認のため
にとった措置その他の主務省令で定める事項に関
する記録（以下「確認記録」という。）を作成し
なければならない。
２ 特定事業者は、確認記録を、特定取引等に係る
契約が終了した日その他の主務省令で定める日か
ら、７年間保存しなければならない。
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犯収法施行規則第6条 
六条 法第四条第一項に規定する主務省令で
定める方法のうち同項第一号に掲げる事項

(本人特定事項）に係るも 
のは、次の各号に掲げる顧
客等（自然人・法人等）の
区分に応じ、それぞれ当該
各号に定める方法とする。 
一 自然人である顧客等（次号
に掲げる者を除く。） 次に掲げる方
法のいずれか
イ～ヨ

二 法第四条第一項第一号に規
定する外国人である顧客等（第
八条第一項第一号に掲げる特定
取引等に係る者に限る。）

三 法人である顧客等 次に
掲げる方法のいずれか
イ～ホ
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改正の主眼：非対面形態の本人確認手続
デジタル
化推進

特殊詐欺
マネロン
対策

非対面

アナログ手法の廃止
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廃止される非対面形態の本人確認方法
確認書類の画像＋顔
写真の送信
〇運転免許証などの表
面・厚み等をスマホで
撮影し、自分の顔写真
（セルフィー）と一緒
に送信する「eKYC」の
ホ方式など

確認書類の写し（コ
ピー）の郵送止
〇現行で行われている 
本人確認書類のコピー
を郵送してもらい、転
送不要郵便を送る方法
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改正後の方法「ICチップの読み取り」を
伴う方法への一本化（偽造が困難）
公的個人認証（JPKI）の活用
マイナンバーカードの
ICチップをスマホにか
ざし、電子証明書を
使って瞬時に本人確認
を行う方法（最も安全
かつ推奨される方法）

運転免許証等のICチップ読み取り
eKYC
運転免許証や在留カー
ドのICチップをアプリ
等で読み取り、さらに
顔写真を撮影して照合
する方法
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本人確認の実施形態（チャネル）
対面：窓口、非対面：郵送・オンライン等

実施形態

自然人
対面 現行イ～ニ

新規イ～ロ

非対面 現行ホ~ヨ

新規ハ~ル

法人
対面

現行イ

新規イ

非対面 現行ロハ括弧書き二ホ
新規ホ
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犯収法施行規則第6条1項1号の構造
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対面 非対面

対面 非対面 特例

廃 止 廃
止
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自然人の実施形態
確認方法の分類 現行規制（～2027年3月まで） 新規制（2027年4月以降）

① 本人確認書類の画像送信＋容貌撮影 

（現行の「ホ」方式の一部など） 

スマートフォン等のアプリ等を通じて、
本人確認書類の画像（厚み等）と本人の
顔容貌の画像をオンラインで送信すれば
OK。

【廃止】 

精巧な偽造書類や写真を使ったなりすましのリス
クに鑑み、画像送信による方法は廃止される。今
後はICチップ読み取り方式への移行が必要 

② 確認書類の「写し（コピー）」の郵
送＋転送不要郵便 

（現行の「リ」方式など） 

本人確認書類の写し（コピー）を郵送し
てもらい、確認後に顧客の住所宛てに転
送不要郵便を送付すればOK。

【原則廃止（厳格化）】 

偽造・改ざんリスクが高いため、単なる「写しの
郵送＋郵便受取」による確認は原則認められなく
なる。（※給与振込口座開設等の低リスク取引や、
非居住外国人の特例等を除く） 

③ 公的個人認証（JPKI）やICチップ情
報の送信

（現行の「へ」「ト」方式など）

マイナンバーカードを用いた公的個人認
証や、運転免許証等のICチップ情報をオ
ンラインで読み取って送信してもらう
（完全にデジタル完結）。

【継続・推奨】 

偽造やなりすましが極めて困難なため、新規制下
でも最も推奨される非対面確認方法として存続・
主流となる。 

④ 対面取引 

（現行の「イ」方式） 

窓口等で本人の確認書類（運転免許証や
マイナンバーカード等の原本）の提示を
受け、目視等で確認する。

【継続（厳格化）】 

対面での原本確認は引き続き有効だが、精巧な偽
造に対応するため、従来の目視確認だけでは不十
分となり、ICチップ読み取り（真贋判定）を前提
とした確認へと厳格化される。 
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法人の実施形態
確認方法の分類 現行規制（〜2027年3月まで） 新規制（2027年4月以降）

① 登記情報・法人番号 ＋ 転送不要郵便

（現行の「ロ」「ハ」の括弧書）

オンラインで登記情報や法人番号（国税
庁サイト）を確認し、法人の本店宛てに
転送不要郵便を送付すればOK。

【原則廃止（厳格化）】
郵便物の送付「だけ」では不十分となり、
追加の確認措置（担当者のより厳格な
eKYC等）が求められる。

② 確認書類の郵送 ＋ 転送不要郵便

（現行の「ニ」）

法人の登記事項証明書等のコピーを郵送
してもらい、折り返し本店宛てに転送不
要郵便を送付すればOK。

【原則廃止（厳格化）】
上記①と同様に、単なる「書類郵送＋郵
便受取」による確認は認められなくなる。

③ 商業登記電子証明書の送信

（現行の「ホ」）

法務局が発行した商業登記電子証明書
（電子署名）をオンラインで送信しても
らう（完全にデジタル完結）。

【継続・推奨】
偽造やなりすましが極めて困難なため、
新規制下でも最も推奨される非対面確認
方法として存続。

④ 対面取引

（現行の「イ」）
窓口で法人の確認書類（登記事項証明書
の原本など）の提示を受ける。

【継続】
対面での原本確認は、引き続き有効な方
法として維持されます。
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